










































































































































































段階 議論の場 期間 各段階の概要
 人権委員会第１会期 947//27 ～ 2/0 国際権利章典に盛り込むべき内容に関する一般議論の段階








5 起草委員会第2会期 948/5/3 ～ 5/2 ジュネーブ草案に関する議論の段階
6 人権委員会第3会期 948/5/24 ～ 6/8 ５の継続












Declaraton of Human Rghts）は、第3委員会の約3 か月に亘る議論と検討を経て






















Ａ Draft Outlne of an Internatonal Bll of Human Rghts 前文・48 か条
Ｂ Suggestons submtted by the Representatve of France for Atrcles of the Internatonal Declaraton of Human Rghts 前文・46 か条
Ｃ Suggestons of the Draftng Commttee for Atrcles of the Internatonal Declaraton of Human Rghts 36 か条
Ｄ Draft Internatonal Declaraton on Human Rghts 33 か条
Ｅ Draft Internatonal Declaraton on Human Rghts 前文・28 か条


















人の所得が 20％であれば、残り 99％の人が所得の 80％を分け合うことになる。表
3 は所得上位％の人の所得が全体に占める割合を示している。90年では ％の
人の所得が所得全体の 7％から 22％を占めていた。第2次世界大戦後の 950年
から 980年までは、上位１％の人の所得割合は低下を示し 4％～ 2％であったが、
200年では再び上位％の人に所得が集中しはじめ 7％～ 6％となり、格差の拡大
を示している。20年9月のアメリカ経済界、政界に対する抗議運動（ウォール街









90年 950年 980年 200年
アメリカ 8  8 6
イギリス 22  6 4
ドイツ 7 2 0 
フランス 20 9 8 9
スウェーデン 20 8 4 7










をいい、0 ～  の値をとる。ローレンツ曲線が均等分布線に近いほど弓形の面積は
小さくなりジニ係数は 0 に近くなる。逆に均等分布線から離れるほど弓形の面積は







の全期間にわたって 24 か国のうち 9 か国で所得の不平等が拡大している。















































日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ スウェーデン
ジニ係数（200年） 0.34 0.37 0.34 0.30 0.29 0.27
社会支出対 GDP 比率
（20年、％） 23.7 9.3 22.5 30.8 25.9 26.3





962 98 20 204 962 98 20 204
上位0% 29.5 26. 35.0 35.9 27. 24.2 27.4 27.0
中の上40% 46.8 48.0 55. 55.6 46.4 47.6 49. 49.5
中の下40% 22.0 24.3 9.9 8.5 23.4 25.5 2.5 2.6





























会議）に先駆けて格差問題に関する報告書『99％のための経済（An Economy for 











985年 994年 2000年 2006年 2009年 202年
相対的貧困
率（％）
全体（％） 2.0 3.7 5.3 5.7 6.0 6.
子ども（％） 0.9 2. 4.5 4.2 5.7 6.3
一人親と子ども世帯（％） 54.5 53.2 58.2 54.3 50.8 54.6
世帯主65歳以上（％） ― ― 20.9 ― ― 8.0
所得中央値（Ａ）( 万円） 26 289 274 254 250 244


























































































































)　国際連合広報センター「2030 アジェンダ・日本語（外務省仮訳）」205/9/25  第70回国
連総会で採択された。持続可能な開発目標（SDGs: Sustanable Development Goals）はミ























Atknson, Anthony B. 205 Inequality: What Can Be Done? (Harvard Unversty Press)（山形
浩生・森本正史訳：アンソニー・Ｂ・アトキンソン著 205 『2世紀の不平等』東洋経済
新報社）。
Basu, Kaushk 20 Beyond the Invisible Hand: Groundwork for a New Economics (Prnceton 
Unversty Press)（栗林寛幸訳 206 カウシック・バスー著『見えざる手をこえて』ＮＴ
Ｔ出版）.
Deaton, Angus 203 The Great Escape: Health, Wealth, and the Origins of Inequality (Prnceton 
木村富美子　人権の観点より貧困からの脱出を考える
― 25 ―


















OECD 編著 203 Society at a Glance: OECD SOCIAL INDICATORS （高木郁郎監訳・麻生裕子訳 
203 『図表で見る世界の社会問題３』明石書店）
Pane, Thomas 776 Common Sense （小松晴夫訳：トーマス・ペイン著 976 『コモン・セン
ス』岩波文庫）。
Pketty, Thomas 204 Capital in the twenty-first century ; translated by Arthur Goldhammer. 
Harvard College.
Rech, Robert B. 206 Saving Capitalism (Vntage Books)（雨宮寛・今井章子訳 206 ロバー
ト・B・ライシュ著『最後の資本主義』東洋経済新報社）
Senn, A. 2000 Collected Essays by Amartya Sen （東郷えりか訳 2006 アマルティア・セン著『人
間の安全保障』岩波新書）
芝田文男 206 『「格差」から考える社会政策』ミネルヴァ書房。
Stgltz, Joseph E. 202 The Price of Inequality (Norton & Company, Inc.)（楡井浩一＋峯村利
哉訳 202 ジョセフ・E・スティグリッツ著『世界の 99%を貧困にする経済』徳間書店）.
橘木俊詔 998 『日本の経済格差』岩波新書。
橘木俊詔 200 『日本の教育格差』岩波新書。
